
１　犬猫の飼育頭数が子どもの数を上回る
（１）本年５月の「こどもの日」に合わせて総務

省が発表した15歳未満の子どもの推計人口は、

４月１日現在1,553万人で、前年の1,570万人

を17万人下回り、1982年（昭和57年）から37年

連続で減少し、過去最低となった（図表１）。

都道府県別で子どもの人口が増えたのは、東京

都のみであった。

　なお、総人口に占める子どもの割合では、沖縄

県が17.1%と最も高く、次いで滋賀県が14.1%、佐

賀県が13.7%と続く。秋田県は10.1%と全国で最

も低く、次いで青森県が11.0%となっている。

（２）一方、一般社団法人ペットフード協会の調

査によると、平成29年における全国の犬と猫の推

計飼育頭数は、犬が892万頭、猫が952万6,000頭

で、合計1,844万6,000頭となり、前述の15歳未

満の子どもの数1,553万人をはるかに上回る逆

転現象が起こっている（図表２）。

（３）このうち、時系列でみると、犬の飼育頭数

は近年減少傾向にあるものの、猫の飼育頭数はほ

ぼ横ばいから幾分増加傾向で推移しており、29年

調査では猫の飼育頭数がついに犬の飼育頭数を上

回ったとされる（図表２）。

（４）ペット好きの間では、昔から犬派と猫派に

分かれてそれぞれがその魅力や愛らしさを主張し

合ってきたが、近年は猫ブームが到来していて、

　戌（イヌ）年の本年、平昌（ピョンチャン）冬季五輪女子フィギュアスケートの金メダリスト、アリーナ・
ザギトワ選手（ロシア）への秋田犬贈呈をきっかけに、秋田犬人気が急上昇し、ブームとなっている。
　県内でも秋田犬に触れ合えるスポットが急増し、地元はもちろん県外客や外国人客から喜ば
れている。空港ほか、秋田犬関連グッズの土産物販売も好調という。
　折しも、毎年９月20日から同月26日は、「動物愛護週間」に当たる。改めて、動物との関わ
りを通して、命の大切さを再確認し、動物との共生を考える機会としたい。本稿では、拡大す
るペット関連市場の動向や、動物愛護に向けた本県の取組み等について概観する。

“動物にやさしい秋田”を目指して
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資料：総務省「国勢調査」及び「人口推計」
（注）平成30年は４月１日現在。その他は10月１日現在

図表１　子どもの数（15歳未満人口）と割合の推移
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資料：一般社団法人ペットフード協会「全国犬猫飼育実態調査結果」

図表２　犬と猫の飼育頭数の推移
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飼育頭数で猫が犬を逆転するのは時間の問題とみ

られていた。

（５）その理由としては、一人暮らし世帯の増加

や飼い主の高齢化にともなって、散歩などの世話

が必要な犬の飼育が減って、散歩不要で相対的に

手間のかからない猫の飼育割合が高まっているの

でないかと言われている。

（６）また、一般社団法人ペットフード協会の調

査では、医療費などを含む飼育にかかる支出総額

が、１か月当たり、犬が10,818円、猫が7,475円

と、年間で４万円以上の差が出ると試算されてお

り、家計的にも猫の方が飼いやすくなっているの

でないかと考えられる。

（７）こうしてみると、少子化や高齢化、消費の

伸び悩みなどの社会情勢が、ペットの飼育事情に

も大きく関連していると言える。

（８）なお、厚生労働省が公表している都道府県

別の犬の登録頭数をみると、秋田県の犬の登録頭

数は平成28年度41,530頭で、人口１千人当たり

の登録頭数でみると、全国47都道府県中44位と

少ない（図表３）。（都道府県別の猫の飼育頭数は

不明）

２　ペットビジネスの成長性
（１）総務省の家計調査（二人以上の世帯）で１世

帯当たりの年間支出金額の推移をみると、平成14年

から29年にかけて、消費支出金額は305,953円

から283,027円へ7.5％減少しているが、うちペッ

ト関連支出は、14,140円から21,156円と、この

15年間で1.5倍に増加している（図表４）。ペット

関連支出の内訳では、ペットフードと医療費がそ

れぞれ３割以上を占める。

（２）次に、平成29年における二人以上の世帯の

１世帯当たりのペット関連支出の年間金額を、世
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図表３　都道府県別の犬の登録頭数（平成28年度）

犬の登録
頭数
（頭）

人口
（千人）

人口１千人
当たり
犬の登録
頭数（頭）

同左
全国順位
（位）

北海道 256,733 5,352 48.0 35
青森 60,430 1,293 46.7 37
岩手 68,365 1,268 53.9 20
宮城 122,554 2,330 52.6 25
秋田 41,530 1,010 41.1 44
山形 42,062 1,113 37.8 47
福島 104,587 1,901 55.0 16
茨城 173,117 2,905 59.6 7
栃木 110,654 1,966 56.3 12
群馬 119,412 1,967 60.7 5
埼玉 365,130 7,289 50.1 30
千葉 320,556 6,236 51.4 26
東京 519,417 13,624 38.1 46
神奈川 469,491 9,145 51.3 27
新潟 96,129 2,286 42.1 42
富山 47,177 1,061 44.5 38
石川 50,274 1,151 43.7 40
福井 32,099 782 41.0 45
山梨 48,695 830 58.7 9
長野 112,519 2,088 53.9 21
岐阜 127,810 2,022 63.2 3
静岡 219,148 3,688 59.4 8
愛知 452,297 7,507 60.3 6
三重 126,561 1,808 70.0 2
滋賀 78,001 1,413 55.2 15
京都 122,348 2,605 47.0 36
大阪 386,869 8,833 43.8 39
兵庫 308,793 5,520 55.9 13
奈良 58,421 1,356 43.1 41
和歌山 48,604 954 50.9 28
鳥取 23,770 570 41.7 43
島根 34,432 690 49.9 31
岡山 100,889 1,915 52.7 23
広島 143,546 2,837 50.6 29
山口 79,612 1,394 57.1 11
徳島 40,710 750 54.3 18
香川 70,656 972 72.7 1
愛媛 80,555 1,375 58.6 10
高知 45,103 721 62.6 4
福岡 253,196 5,104 49.6 33
佐賀 41,078 828 49.6 32
長崎 65,620 1,367 48.0 34
熊本 96,154 1,774 54.2 19
大分 64,416 1,160 55.5 14
宮崎 60,005 1,096 54.7 17
鹿児島 87,056 1,637 53.2 22
沖縄 75,698 1,439 52.6 24
全国 6,452,279 126,933 50.8
資料：厚生労働省「都道府県別の犬の登録頭数と予防注射頭数等」、 

総務省統計局「人口推計」より当研究所作成
（注）「犬の登録頭数」は年度、「人口」は年次（10月１日現在）
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帯主の年齢階級別にみると、世帯主が60～69歳の

世帯が30,766円と最も多く、次いで50～59歳世

帯の28,802円、40～49歳世帯の22,270円の順と

なり、30歳未満の世帯が最も少なく7,513円となっ

ているなど、中高年の世帯で多くなっている（図

表５）。

（３）ペットフードについて、農林水産省の「ペッ

トフード産業実態調査」（資料：一般社団法人ペッ

トフード協会）により供給側の統計からみると、

ペットフード産業全体の市場規模は平成15年度の

2,435億1,900万円から28年度は2,856億700万

円へと約1.2倍に拡大している（図表６）。

（４）なお、ペット関連市場は、主にペットフー

ド、ペット用品、その他ペット関連産業に大別さ

れ、その他ペット関連産業には、生体販売、ペッ

ト医療、ぺット美容室、ペット保険、ペットホテ

ルなどの関連サービスが含まれるが、株式会社矢

野経済研究所の調査によると、日本のペット関連

市場全体の市場規模（小売金額ベース）は、平成

28年度が前年度比1.6%増の１兆4,983億円で、

29年度は同1.0％増の１兆5,135億円と推定され

ている。減少一途の子どもの数をもはやペットの

飼育頭数が上回る現状を考えると、ペット関連市

場の拡大、ペットビジネスの成長性はまだ十分余

地があると言える。

３　ペットブームの裏側で
（１）一般に、ペットを飼う効用としては、情緒

面の安定や成長、ストレス解消や癒し、家族間の

コミュニケーション増加、生活のはりあい、など

が挙げられる。

（２）しかし一方では、飼い主側の一方的な都合

により、保健所送りになり殺処分されてしまう不

幸な犬や猫が後を絶たない現状がある。ちなみに

平成12年以降、行政による殺処分数は犬よりも猫

の方が圧倒的に多くなっている。

（３）環境省の統計資料「犬・猫の引取り及び負

傷動物の収容状況」によると、平成28年度の全国

の犬の引取り数は41,175頭、猫は72,624頭で、

合計113,799頭にも及ぶ（図表７）。このうち、飼
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資料：総務省統計局「家計調査」

図表４　ペット関連支出の推移（二人以上の世帯）
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資料：総務省統計局「家計調査」

図表５　世帯主の年齢階級別ペット関連支出
（平成29年、二人以上の世帯）

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0
～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳～

（円）

ペットフード
動物病院代
その他

7,513

9,807

22,270

28,802
30,766

13,251

資料：農林水産省「ペットフード産業実態調査」～（一社）ペットフード協会

図表６　ペットフードの出荷総額（市場規模）の推移
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い主へ返還されたり他に譲渡された個体数は、犬

が30,500頭、猫が26,886頭の合計57,386頭であ

るが、やむなく殺処分された個体数は、犬が10,424頭、

猫が45,574頭の合計55,998頭にものぼる。

　このうち、秋田県の引取り数は、犬が156頭、

猫が520頭の合計676頭で、返還・譲渡数は犬が

88頭、猫が95頭の合計183頭、殺処分数は犬が

71頭、猫が431頭の合計502頭となっている。

（４）先進国の例では、例えばスイスでは、適性

テストに合格し免許を取得しないとペットを飼え

ないという動物保護法が制定されているそうであ

る。また、世界一のペット先進国と言われるドイ

ツでは、ペット税を課すなどの様々なペットに関

する法律が制定されていて、飼い主に捨てられた

犬や猫を沢山の施設で保護しながら新しい飼い主

を探し、仮に新しい飼い主が見つからなくても、

寿命までしっかりと保護施設で面倒をみる仕組み

ができており、殺処分はゼロだとも言われている。

他にも、オーストリア、オランダ、フィンランド

などヨーロッパ圏の国々では、ペット税が導入さ

れており、街中に犬のフン専用のゴミ箱が設置さ

れているなどペットの飼育環境や制度が整備され

ている。

（５）日本でも、昭和の時代（昭和30年～57年）

には全国2,700市町村で「犬税」が設けられてい

たものの、徴収できる税額よりも徴収コストの方

が高額になることがネックとなって、廃止された

経緯にある。先のヨーロッパ諸国のように、制度

を整備し定着させることは決して容易ではない。

４　秋田県の取組み
（１）秋田県は、平成９年に「秋田県動物の愛護

及び管理に関する条例」を制定し、県民の動物愛

護に対する意識の向上を図るとともに、平成20年

には「人と動物が調和しつつ共生する社会」の実

現に向けて、「秋田県動物愛護管理推進計画（第１

次計画。平成20年度～29年度）」を策定し、動物

愛護思想の啓発、犬猫の終生飼養の指導、保護さ

れた犬猫の譲渡推進などに取り組んできた。これ

らの取組みにより、犬の殺処分は従前と比べ大幅

に減少してきているものの、猫については未だ相

当数の殺処分が行われている現状に鑑み、「犬猫の

殺処分ゼロ」に向け、もう一段の取組強化を図る

こととし、28年３月に「第２次秋田県動物愛護管

理推進計画」（第２次計画。平成28～37年度）を

策定している。

（２）この計画の一環として、秋田県は、「動物に

やさしい秋田」を実現する拠点として、平成31年

度に約８億円をかけて、秋田空港近くの県立中央

公園に「動物愛護センター」（仮称）を建設し、行

政や動物愛護団体、ボランティア、獣医師会など

の多様な主体による動物愛護の総合的な取組みを

推進していく計画としている。

（３）このような、人だけでなく、愛すべきパー

トナーであるペットにとっても住みやすい“まち

づくり”もまた、秋田県が標榜する「高質な田舎」

としての望ましい方向性なのではないだろうか。

「動物にやさしい秋田」の実現を目指す、こうし

た取組みを大いに歓迎したい。 （工藤　修）
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図表７　犬・猫の引取り及び処分状況（平成28年度）
 （単位：頭）

全国
引取り数 処分数

飼い主から 所有者不明 合計 返還数 譲渡数 殺処分数

犬 4,663 36,512 41,175 12,854 17,646 10,424

猫 11,061 61,563 72,624 273 26,613 45,574

合計 15,724 98,075 113,799 13,127 44,259 55,998

秋田県
引取り数 処分数

飼い主から 所有者不明 合計 返還数 譲渡数 殺処分数

犬 54 102 156 40 48 71

猫 285 235 520 1 94 431

合計 339 337 676 41 142 502

資料：環境省「犬・猫の引取り及び負傷動物の収容状況」
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